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ここでのご説明内容

1. 個別ゴールの進捗 ～9分～
① ジェンダー平等（ゴール５）
② はたらきがい・人権（ゴール８）
③ 腐敗防止（ゴール16）

2. ５つのゴールの共通課題 ～5分～

3. ノン・ビジネスの取組状況 ～2分～



ジェンダー平等（ゴール５）

【今回全体設問 全10問】

方針および
コミットメント

等

「女性の人権」
に関する研修

役員における
女性比率

男女間の賃金
格差

暴力やセクハ
ラに対する
救済制度

男性の
育児休業

21年度育児
休暇実績

サプライ
チェーン・マネ

ジメント

ゴール５実現
への社会貢献

活動

男女別データ
の収集・分析

調査協力・執筆：

大崎 麻子氏
特定非営利活動法人
Gender Action 
Platform 理事
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ジェンダー平等（ゴール５）

「役員の女性比率の目標値設定」

前回と比較して、「役員における女性比率の目標値設定」、「男性の育児休業取得に向

けた取り組み」などは、わずかながら取組の進捗が確認できた。（詳細はレポート
P.27 ）
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特に行っていない

人権DDにジェンダー平等の視点を統合・主流化し、ジェンダーに起因するリスクを特定

国内外の取引先・調達先から、ジェンダー及び女性の人権に関する情報を収集

エンゲージメントで、女性の参画を確保、知見・経験のある団体・専門家を含めている

ジェンダーに起因する負のリスク・影響を分析・特定し、対応策を策定し、情報発信している

調達において、女性取締役３０％以上の会社優先等の方針・目標や調達方針の中で明確化している

女性が経営する企業からの調達を推進の方針や目標もしくは、調達方針の中で明確化している

その他

「サプライチェーン・マネジメントにおけるジェンダー視点の組み込み」や、
自社を超えた「地域・社会のジェンダー平等推進への貢献」など、まだ企業に十分浸透し
ていない（詳細はレポートP.31）

(%)

ジェンダー平等（ゴール５）

「サプライチェーン・マネジメント」

ジェンダー平等を考慮した、サプライチェーン・マネジメントの取り組み
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前回と比較して、「役員における女性比率の目標値設定」、「男性の育児
休業取得に向けた取り組み」などはわずかながら取組の進捗が確認でき
た。

サプライチェーン・マネジメントにおけるジェンダー視点の組み込みや、
自社を超えた地域・社会のジェンダー平等推進への貢献など、まだ企業
に十分浸透していない。

更なる推進は「ジェンダー平等」という、国際社会共通の目標とターゲット
の概念を理解し、「ジェンダー平等」という文言を明示した方針を表明す
ることが肝要。

ジェンダー平等（ゴール５）

考察の概要
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調査協力・執筆：

菅原 絵美氏
大阪経済法科大学
国際学部 教授

方針および
コミットメント

等

人権デュー
ディリジェンス

是正・救済

エンゲージメン
ト（対話）

労働者の
ディーセント

ワーク
消費者の人権

地域住民の
人権

はたらきがい・人権（ゴール８）

【今回全体設問 全７問】

各設問の各選択肢を以下３つのレベルに分けて進捗を確認。
特に国連「ビジネスと人権に関する指導原則」が示している
「尊重（原則）」への取り組みは、喫緊の課題。
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「 尊重（原則）」全項目の平均回答率は44.3％。「尊重（原則）」項目の実施・見直しに
取り組むことは喫緊の課題である。（詳細はレポートP.34-42 ）

(%)

はたらきがい・人権（ゴール８）

尊重（原則）及び人権DD

 「尊重（原則）」項目の全体平均回答率は、
44.3%と、昨年に続き半分以下で十分
な推進ではない。

人権DDでの「尊重（原則）」の６項目の
平均は、39.1%と低調。

特に「バリューチェーン及び自社の事業
についての人権影響評価」は未だ低い。
ただ、2021年政府調査※（人権DDを
「実施していない／わからない」と回答
した企業は48％）より、本調査が実施
率を上回った。
※日本企業のサプライチェーンにおける人権に関する
取組状況のアンケート調査（経済産業省）



人権尊重の対象は（バリューチェーンを含む）労働者だけではなく、消費者や地域住民
の人権尊重への意識が十分ではないことが引き続きの課題。
（詳細はレポートP.39-41）

はたらきがい・人権（ゴール８）

消費者や地域住民の人権
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 「消費者の人権」への施策未実施の
企業は、必要性の有無含めて35.9%、
「地域住民の人権」について31.7%
が占めている。

 「労働者」以外の「消費者」「地域住民」
についての人権尊重の意識が低いこ
とが、昨年に引き続き課題。



前回調査と比較して全体的に向上の傾向がみられるが、数値結果としては
微増。業種や企業規模によって取り組みの進捗に差がある。

 「 尊重（原則）」全項目の平均回答率は44.3％。「尊重（原則）」項目の実施・
見直しに取り組むことは喫緊の課題である。

人権尊重の対象は（バリューチェーンを含む）労働者だけではなく、消費者
や地域住民の人権尊重への意識が十分ではないことが引き続きの課題。

はたらきがい・人権（ゴール８）

【考察概要】
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調査協力・執筆：

藤野 真也氏
麗澤大学 国際学部 准教授
海外贈賄防止委員会 運営委員

方針および
コミットメント

等

腐敗リスクの
評価

腐敗防止の
規程の整備

規程類の実効
性向上の対策

サードパーティ
の管理体制

サードパーティ
に関する取り

組み

腐敗防止に関
する情報開示

不正の隠ぺい
防止策

腐敗防止（ゴール16）

【今回全体設問 全8問】

各選択肢を以下３つのレベルに分けて進捗を確認。
1. 「基礎」：腐敗防止の社内体制における基礎づ

くりとして、経営トップに求められる取り組み
2. 「発展」：腐敗防止の社内体制を運用するため

に、法務・コンプライアンス部門等に求められ
る実践的な取り組み

3. 「貢献」：運用の効果を高めるためにステーク
ホルダーとの協働が求められる取り組み11



トップコミットメントや規定類整備が進んでいるのに対して、リスク評価の実施や
評価結果に基づく対応には課題が残されており、両者の間にギャップが生じている。
。（詳細はレポートP.62-64 ）

腐敗防止（ゴール16）

トップコミットメントとリスク評価とのギャップ

 「腐敗防止の方針の明確化」
（82.2%）、「トップコミットメント
の表明」（56.4%）に対して、腐敗
リスクの評価は、「デスクリサーチ
の実施」（33.6%）、「社員へのア
ンケート調査」（38.2%）と半分以
下。

特にプライム市場以外、5000人
未満の企業の回答率が低い。
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サードパーティ管理においても、規程の整備は進んでいるものの、リスク評価や教育・
トレーニングなどの取り組みは遅れており、ここでも同様のギャップが観察された。
（詳細はレポートP.65-66）

腐敗防止（ゴール16）

サードパーティ管理体制
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過去の贈賄事件のほとんどにおいて、
サードパーティを仲介させた賄賂支払い
が行われており、贈賄防止の管理体制に
おいて、サードパーティ管理は特に重要。

とりわけ、ハイリスク業界とされている
「建設、電力・ガス・運輸、不動産」業種で
も回答率でも高いと言えなかった。

優れた取り組みとして、丸紅、大日本印刷
などの事例を紹介している。



トップ・コミットメントや規定類整備が進んでいるのに対して、リスク評価の
実施や評価結果に基づく対応には課題が残されており、両者の間にギャッ
プが生じている。

サードパーティ管理においても、規程の整備は進んでいるものの、リスク
評価や教育・トレーニングなどの取り組みは遅れており、ここでも同様の
ギャップが観察された。

GCNJを中心に企業間で連携し、サードパーティ管理や記録化の徹底を
はじめとしたリスクベース・アプローチのさらなる推進が求められる。
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腐敗防止（ゴール16）

【考察概要】



15

５つのゴールの共通課題

【ガバナンス】

総じて、「バリューチェーンを対象」「ス
テークホルダーへのヒアリング」「方針か
ら実績までの一覧開示」については、取り
組みの推進が課題。

ジェンダー平等はWEPｓ、ネット・ゼロは
SBTiと、関連イニシアチブに署名してい
る企業はそれ以外よりも取組の進捗が確
認できた。

５つの重点課題のガバナンスを比較すると、「方針の明確化」「トップ・コミットメント」
以外の項目、「ジェンダー平等」「腐敗防止」の進捗が課題であることが明らかになった。
（詳細はレポートP.65-66）
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ノン・ビジネス会員の取り組み

【重視するSDGsゴール及び連携事例の紹介】
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ノン・ビジネス会員の取り組み

【重視するSDGsゴール及び連携事例の紹介】

https://www.ungcjn.org/activities/to
pics/detail.php?id=547

学術・協会・法人団体
• 一般社団法人 SDGs 市民社会ネットワーク
• 学校法人大阪夕陽丘学園
• 関西学院大学
• 一般社団法人国際開発センター
• 国際基督教大学
• 上智大学
• 学校法人聖学院
• 公益財団法人地球環境戦略研究機関
• 一般社団法人日本印刷産業連合会
• 公益財団法人日本サッカー協会
• 一般財団法人日本食品分析センター
• 特定非営利活動法人(NPO) 道普請人
自治体
• 壱岐市役所
• 川崎市

https://www.ungcjn.org/activities/topics/detail.php?id=547
https://www.ungcjn.org/activities/topics/detail.php?id=547
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